
4広報みたか　No.1675　2020.9.20※はがき・ファクス・電子メールによる申込は11面記入例の内容・特記事項を必ず記載してください。

市外局番「0422」は省略しています。市役所各課のファクス番号は市ホームページ「各課ご案内」から確認いただけます。

事業用に使用している家屋と償却資産に係る固定資産税などの軽減
　令和3年度分に限り軽減します。軽減措置を受ける方は申告が必要です。
令和2年2月～10月のうち、任意の連続する3カ月の事業収入が前年の同期間と比べて一定

以上減少した、次のいずれかに該当する中小事業者など
・資本金または出資金の額が1億円以下の法人
・資本金または出資金を有しない法人のうち従業員数が1,000人以下の法人
・常時使用する従業員数が1,000人以下の個人
※法人の場合、大企業の子会社などは除きます。

軽減の内容
　事業収入の減少率に応じて、償却資産と事業用家屋に係る固定資産税・都市計画税の課税
標準を次の通り軽減します。
①50％以上減少した方：対象資産の課税標準額をゼロに軽減
②30％以上50％未満減少した方：対象資産の課税標準額を2分の1に軽減
3年2月1日㈪（消印有効）までに認定経営革新等支援機関などの確認印が押された申告書と

確認を受けた資料一式を直接または郵送で「〒181-8555資産税課」（本庁舎2階）へ
※�詳しくは、市ホームページ（右記二次元コード）をご覧ください。

　市内の中小企業者が、事業資金の融資を有利な条件で受けら
れるよう、市が契約する金融機関に融資のあっせんを行ってい
ます。融資決定の際は、利子と信用保証料の補助が受けられます。
※東京信用保証協会の保証付き融資です。
市内に引き続き1年以上住所（法人は本店所在地）を有する中

小企業者で、次のすべてに該当する方。
・�市内または隣接する地域（武蔵野市・調布市・小金井市・府中
市・世田谷区・杉並区）に事業所を有し、同一事業を引き続き
1年以上営んでいる
・市民税（法人は法人市民税）を滞納していない
・連帯保証人が1人以上いる
・同協会の保証対象業種である
・事業に必要な許認可などを受けている
※�そのほか融資種類ごとに個別要件があります。詳しくは市ホー
ムページをご覧ください。

　安心して利用できる事務所や店舗の環境をつくる
ため、空気清浄機の設置などにかかる経費の一部を
補助します。
対象経費

　設備工事費、備品購入費、販売促進費、委託費、
備品リース費
補助金額

　対象経費の3分の2（上限10万円）
補助対象期間

　令和2年2月1日～3年3月31日㈬に契約および支
払いをした経費

　創業して間もない市内の事業者へ、創業に要した
経費の一部を補助します。
補助対象

　創業日（開店など事業を開始した日）が2年3月1日
～8月31日の市内の中小企業者（フランチャイズ契
約、すでに別の事業を営んでいる、2月以前に個人
事業を営み3月以降に法人化した方を除く）
対象経費

　事務所・店舗などの取得費、改装費、設備・備品
購入費、仲介手数料・礼金、家賃（3カ月分以内）、
広告宣伝費、専門家指導費
補助金額

　対象経費の2分の1（上限20万円）
補助対象期間

　創業日前2カ月～創業日後3カ月に契約および支
払いをした経費

　宅配やテイクアウトサービスを新たに導入または
拡充するために必要な経費の一部を補助します。
補助対象

　三鷹弁当マップ（WEB版）に掲載されている中小
企業者の飲食店
対象経費

　販売促進費、車両費、器具備品費、工事費
補助金額

　1店舗につき、上限3万円までの実際にかかった経
費（補助率：10/10）
※�複数店舗を運営されている場合、店舗ごとに交付
申請可能。
補助対象期間

　令和2年4月1日～3年3月31日に支出した経費

融資あっせんの種類 使途・限度額 本人負担の
利率（年利） 貸付期間 信用保証料

補助
【新型コロナ対応】
不況対策緊急資金 運転資金	 1,600万円

（既存制度との合計） 0.35％ 6年以内（据え置き
12カ月以内含む） 全額相当

【新型コロナ対応】
特定不況対策緊急資金
小口事業資金 運転資金	 700万円

設備資金	 1,000万円 0.85％ 5年以内（据え置き
6カ月以内含む） 2分の1相当

特定小口事業資金
創業資金
（対象者：市内で創業し
ようとする方、創業し
て1年未満の方）

運転資金	 1,000万円
設備資金	 1,000万円
併用	 1,000万円

0.85％ 7年以内（据え置き
12カ月以内含む） 2分の1相当

工場移転資金
運転資金	 1,000万円
設備資金	 1,000万円
併用	 1,000万円

0.35％ 7年以内（据え置き
12カ月以内含む） 全額相当

先端設備等に係る固定資産税の特例を拡充  
　先端設備等導入計画に基づいて取得した事業用家屋と構築物
を特例の対象に追加します。適用を受ける方は、申告が必要です。
先端設備等導入計画の認定を受けた中小事業者など

軽減の内容
　4月30日～3年3月31日に取得した、取得価額が120万円以上
の事業用家屋と構築物などについて、新たに固定資産税が課税さ
れることとなった年度から3年度分、課税標準額がゼロになりま
す。
※詳細な適用対象についてはお問い合わせください。
資産を取得した翌年の1月31日（消印有効）までに認定先端設

備等導入計画申請書の写しなど必要書類を直接または郵送で
「〒181-8555資産税課」（本庁舎2階）へ 
※�1月1日に取得した場合は当月の末日、令和3年度分申告につい
ては3年2月1日㈪まで。
※�詳しくは、市ホームページ（右記二次元コード）を
ご覧ください。

中小事業者の固定資産税などを軽減します

事業者向け融資あっせん制度のご案内

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業者への補助金

資産税課☎内線2363

生活経済課☎内線2542

生活経済課☎内線2542

❶三鷹市コロナに負けない
　環境づくり補助金 ❷三鷹市創業者臨時応援補助金 ❸飲食店の宅配、テイクアウト

サービスの導入等補助金

❶11月30日㈪、❷12月10日㈭、❸12月28
日㈪（いずれも消印有効）までに必要書類を直接
または簡易書留で「〒181-8555生活経済課」（第
二庁舎2階）へ
※❸は三鷹商工会窓口への提出も可。


